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農政をめぐる動き 

 

平成２３年５月１７日 

      岩手県農業会議        

 

 

１．戸別所得補償制度の本格実施と平成23年度農林予算 

（１）戸別所得補償制度の本格実施（畑作物に拡大）、６次産業創出総合対策等 

（２）「体質の強い農業づくり」への揺り戻し（規模拡大加算の創設） 

（３）地域自主戦略交付金5,120億円（都道府県分）。24年度には市町村分も 

（４）予算案は成立、税制は「つなぎ法案」、国債発行等関連法案は先送り。 

 

２．ＷＴＯ、ＴＰＰ、ＥＰＡ／ＦＴＡの動き 

（１）ＷＴＯは平成20年７月の閣僚会合以降、膠着状態 

（２）昨年11月９日、「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議決定 

（３）ＴＰＰについて、「情報収集のための協議を開始」と明記 

   ○「除外・例外なし」「壊滅的打撃」「24の作業部会」 
  ○全国で「ＴＰＰ交渉参加反対１千万人署名全国運動」を展開、 
   本県でも２０万人の署名をめざし取り組み中 
（４）日豪、日カナダ、日ＥＵ等の二国間交渉の動きも注視 

（５）６月を目途とした「ＴＰＰ参加・不参加の判断」は先送り。 

 

３．「食と農林漁業の再生」論議をめぐる動き 

（１）国内農業対策の検討の場として昨年11月26日、「食と農林漁業の再生推進 
本部」設置 

  ○ 平成23年６月めどに「基本方針」、10月めどに「行動計画」（予定） 

（２）２月25日「第３回実現会議」で「中間整理へ向けた検討の方向（たたき台）」 
  ○「攻め」の農業へ、５年間で加速（政策パッケージの確立と集中展開） 

（３）「３月・中間整理、５月・基本方針素案、６月・基本方針」は先送り。 

 

４．「農地制度」「農業委員会のあり方」に関する議論が本格化 

（１）平成23年度中の「検討開始」は既定路線 

  ○ 農地法等の改正法附則第19条に「施行後５年を目途」に検証・見直し 

  ○ 昨年６月18日、行政刷新会議「規制・制度改革第一次報告」を閣議決定 

   ※「農業生産法人の更なる要件緩和」「農業委員会のあり方の見直し」につ   
いては、「平成23年度中検討開始、できる限り早期に結論」 

（２）行政刷新会議（規制・制度改革分科会）第二クール 

  ○ １月26日「分科会」が「中間取りまとめ（案）」（249項目） 

  ○ ３月6～7日「規制仕分け」、「省庁調整」を経て「閣議決定」 

 ○ ４月８日、135項目を「閣議決定」。農業分野は先送り。 


